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令和６年度における法人税の申告件数は１２万４，６７５件で、その申告所得金額の

総額は１兆１，７６０億円、申告税額の総額は２，２１３億円となり、前年度に比べ、

それぞれ９５３億円（８．８％）、１３３億円（６．４％）増加して過去１０年間で最

高となっています。

○ 法人税の申告件数等の状況

年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 件数等 対前年増減 対前年比

申 告 件 数 件 123,400 124,675 ＋1,275 101.0％

申 告 所 得 金 額 億円 10,807 11,760 ＋953 108.8％

申 告 税 額 億円 2,080 2,213 ＋133 106.4％
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１ 令和６年度における法人税の申告事績の概要



１ 令和６年度における法人税の申告事績の概要

過去10年間で最高の１兆1,760億円
（対前年953億円増加）

○ 申告所得金額の推移
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○ 申告税額の推移

過去10年間で最高の2,213億円
（対前年133億円増加）
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（参考計表）令和６年度における法人税等の申告事績

（注）１ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに終了した事業年度に係る申告について、令和７年７月３１日までに申告があったものを令和７年８月末現在で取りまと
めています。

２ 令和６年３月３１日までに終了した事業年度に係る申告のうち、災害等による申告の期限延⾧により、本年度の集計対象期間中（令和６年８月１日から令和７年７月
３１日まで）に申告があったものも含まれています。

別表１：法人数の状況

別表２：法人税の申告の状況

区分
項目・単位

令和６年６月30日現在 令和７年６月30日現在

件 数 対前年比 件 数 対前年比

法 人 数 法人 130,293 101.2％ 131,922 101.3％
（注）清算中法人については、集計対象から除外しています。

年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

申 告 件 数 件 １ 123,400 101.3％ 124,675 101.0％

申 告 割 合 ％ ２ 92.2 ▲0.5P 91.9 ▲0.3P

黒 字 申 告 件 数 件 ３ 42,529 100.2％ 42,501 99.9％

黒 字 申 告 割 合 ％ ４ 34.5 ▲0.3P 34.1 ▲0.4P

申 告 所 得 金 額 億円 ５ 10,807 97.0％ 11,760 108.8％

黒字申告１件当たり所得金額 千円 ６ 25,411 96.7％ 27,670 108.9％

申 告 欠 損 金 額 億円 ７ 3,373 105.9％ 3,868 114.7％

赤字申告１件当たり欠損金額 千円 ８ 4,171 103.9％ 4,707 112.8％
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（参考計表）令和６年度における法人税等の申告事績

別表３：法人税の税額の状況

年度等
項目・単位

令和５ 令和６

金 額 対前年比 金 額 対前年比

申 告 税 額 億円 2,080 96.4％ 2,213 106.4％

別表４：地方法人税の税額の状況
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年度等
項目・単位

令和５ 令和６

金 額 対前年比 金 額 対前年比

申 告 税 額 億円 224 96.3％ 239 106.8％



令和６事務年度における源泉所得税等の税額は３，１４１億円で、前事務年度に比べ

３１２億円（９．０％）減少しました。

主な所得についてみると、給与所得の税額は２９４億円（１０．１％）減少し、配当

所得の税額は６３億円（２６．２％）減少しています。

○ 源泉所得税等の税額の状況

事務年度等
項目

令和５ 令和６

税 額 税 額 対前年増減 対前年比

給 与 所 得
億円
2,913

億円
2,619

億円
▲294

％
89.9

退 職 所 得 98 78 ▲20 79.9

利 子 所 得 等 15 35 ＋20 231.6

配 当 所 得 241 178 ▲63 73.8
特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等
の 譲 渡 所 得 等 69 112 ＋43 163.3

報 酬 料 金 等 所 得 107 108 +1 101.0

非 居 住 者 等 所 得 10 11 ＋1 107.7

合 計 3,453 3,141 ▲312 91.0
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２令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要



○ 源泉所得税等の税額の推移

源泉所得税等の税額は前事務年度に比べ３１２億円の減少

２令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要
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（参考計表）令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績

別表１：源泉徴収義務者数の状況

区分

項目

令和６年６月30日現在 令和７年６月30日現在

義務者数 対前年比 義務者数 対前年比

給

与

所

得

本 店 法 人 １
件

97,891
％

100.7
件

98,082
％

100.2

支 店 法 人 ２ 1,383 100.3 1,387 100.3

官 公 庁 ３ 735 101.4 720 98.0

個 人 ４ 44,209 98.4 41,873 94.7

そ の 他 ５ 7,308 99.3 7,275 99.5

計 ６ 151,526 100.0 149,337 98.6

利 子 所 得 等 ７ 1,548 99.3 1,538 99.4

配 当 所 得 ８ 4,725 98.7 4,773 101.0

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等
の 譲 渡 所 得 等 ９ 117 103.5 127 108.5

報 酬 料 金 等 所 得 10 116,587 99.7 115,712 99.2

非 居 住 者 等 所 得 11 311 115.6 360 115.8
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（参考計表）令和６事務年度における源泉所得税等の課税事績

別表２：源泉所得税等の税額の状況

事務年度等
項目

令和５ 令和６

税 額 対前年比 税 額 対前年比

給 与 所 得 １
億円
2,913

％
101.5

億円
2,619

％
89.9

退 職 所 得 ２ 98 143.0 78 79.9

利 子 所 得 等 ３ 15 82.9 35 231.6

配 当 所 得 ４ 241 58.6 178 73.8

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等
の 譲 渡 所 得 等 ５ 69 152.5 112 163.3

報 酬 料 金 等 所 得 ６ 107 104.9 108 101.0

非 居 住 者 等 所 得 ７ 10 100.5 11 107.7

合 計 ８ 3,453 98.0 3,141 91.0

（注）１ 令和６年７月１日から令和７年６月３０日までに提出のあった徴収高計算書の税額及び税務署⾧が行った納税告知に係る税額を集計しています。
２ 平成２５年１月１日以後生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。
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